令和７年度しがの漁業担い手着業支援事業における審査要領

１．趣旨
令和７年度しがの漁業担い手着業支援事業事務取扱要領（以下、「事務取扱要領」という。）第３（３）に規定する審査について、以下のとおり定める。

２．審査の方法
（１）書類審査
・滋賀県漁業協同組合連合会（以下、「県漁連」という。）は、本事業による支援を希望する者（以下、「希望者」という。）から提出された書類について事務取扱要領に定める要件の確認を行い、提出を求めたものが全て指示通り揃っていない場合は、これを提出した希望者を採択の対象から除外する。
・書類審査を通過した希望者の申請額の合計が予算額の範囲内の場合、全員を採択し、事務取扱要領第３（４）に定める手続きを行う。希望者の申請額の合計が予算額を上回る場合、水産課へその旨を通知するとともに、以下の２次審査を行う。

（２）２次審査
・県漁連は、水産課、水産試験場および県漁連職員各1名以上、合計４名以上からなる審査委員を定める。審査委員には水産業普及指導員1名以上を含むものとする。
・審査会において、各審査委員は、経営計画書および県漁連、水産課の希望者への事前聞き取り内容等を参考に下記の項目について別紙様式１を用いて採点を行い、合計点数の高い者から採択を行う。
・同点の場合は、出席する審査委員の採決（多数決）によって採択者を決定する。採決により決定することができない場合は、審査委員長が採択者を決定する。
・審査会は、Web等を利用した非対面での参加を認める。


（採点項目）
	項目
	内容
	配点

	(1)漁業研修の受講
	長期研修を修了した、もしくは1年以内に修了する見込みである
	80

	
	長期研修を受講中で、修了までに1年以上かかる見込みである
	25

	
	中期研修を修了した
	30

	
	中期研修を受講中
	20

	(2)研修非受講者の実績に対する評価
	過去1年間の水揚げ額(円)÷20000
	最大20～0

	
	過去1年間の漁業を営んだ日数÷150
	最大
10～0

	(3)経営計画に対する評価
	達成可能な漁業計画を立てているか。
	3～0

	
	漁獲物について、売り先が確保されているかどうか。
	3～0

	
	発生する経費について具体的な見通しが立っているか。
	2～0

	
	将来的に十分な漁獲量をあげる見込みがあるか。
	2～0

	(4)資源管理協定への参加
	参加している、または参加する見込み
	10




（５）準採択者
・申請者のうちに満額での申請を行っていない者がいる等の理由で、予算に余剰が生じる場合は、（４）の審査を受けて採択されなかった者のうち合計点数の高い順に予算の余剰額を配分する準採択者を決定し、事務取扱要領第３（４）に定める手続きを行う。配分額での採択を承諾しない場合は、次に点数の高い者を準採択者とし、同様の手続きを行う。

３．その他
その他必要な事項については、水産課が別途定める。


（別紙様式１）　

しがの漁業担い手着業支援事業
審査表

	委員名
	
	審査日
	令和　　年　　月　　日
	集計確認
	



※各審査項目を採点（該当の点数に○また数値を記入してください）。
	
	
	申請者

	項目
	内容
	○○
	△△

	(1)漁業研修の受講
	長期研修を修了した、もしくは1年以内に修了する見込みである
	80・0
	80・0

	
	長期研修を受講中で、修了までに1年以上かかる見込みである
	25・0
	25・0

	
	中期研修を修了した
	30・0
	30・0

	
	中期研修を受講中
	20・0
	20・0

	(2)研修非受講者の実績に対する評価
	過去1年間の水揚げ額(円)÷20000
(最大20～0)
	
	

	
	過去1年間の漁業を営んだ日数÷150
(最大10～0)
	
	

	(2)経営計画に対する評価
	達成可能な漁業計画を立てているか。(3～0)
	
	

	
	漁獲物について、売り先が確保されているかどうか。(3～0)
	
	

	
	発生する経費について具体的な見通しが立っているか。(2～0)
	
	

	
	将来的に十分な漁獲量をあげる見込みがあるか。(2～0)
	
	

	(3)資源管理協定への参加
	参加している、または参加する見込み
	10・0
	10・0

	計
	
	



	特記事項・メモ

	











